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コロナは簡単には収束しない！先を見越した体制整備を
コロナ対応に注力するため、所属が安心して業務休止できる明確なメッセージを

限界を超えて保健師が倒れたら誰が対応できる？もっと人を投入すれば給付金は早期に支給できるのでは！
　自治労県職労は長時間労働の改善に向けた労務担当局長への緊急申し入れ交渉（7月15日）の回答交渉を8月18日に行いました。
＜当局回答＞

　全庁一丸の対応に感謝する。先日の要求内容やご意見等について各局に聞き取りを行ったので、その結果を回答する。

まず時間外勤務の状況だが、80時間超が4月は62名、5月は38名おり、1名を除きコロナに関わる業務であった。また、100時間超は4月が3名、5月は2名。6月は速報値だが、80時間超が健康医療局で6名、産業労働局で19名となっており、100時間超はいない。いずれにしても、健康医療局、産業労働局については早急な対応が必要と考えている。

事業の見直しや先送りについては、R3予算策定時から全庁で取り組んできており、幹部からも各局に繰り返し指示している。先週金曜日（18日）にも総務局長から各所属長に対し、可能な事業の先送りについて通知したところだ。職員の業務軽減につなげるためにも、こうした考えをしっかり共有することは重要と考える。

県税事務所の窓口業務短縮などは大変重要な取組であり、今後効果が期待できると思う。徹底的な業務見直しの方針のもと、各局がリーダーシップを取った取組むことが重要だ。

産業労働局における協力金等支給業務については、すでに委託業者を導入している。特に審査業務は第6弾以降、同じ業者と契約しており、パッケージシステムを継続使用できるメリットが出ている。また、審査のチェック項目の簡素化も行った。現在、局内の幹部8名が飲食店補助業務に当たっているほか、国対応には部長級が当たるなど、マネジメント強化にも計画的に取り組んでいる（4月時点）。

また、5月には産業労働局の職員全員で滞留した業務についてサテライト審査（自席やテレワークでもできる作業）を実施した。第9弾以降は計算方法が売上高方式に変更されたため、できる限りの委託化を進める一方、困難事案のみを職員が対応する体制を取っている。非常勤職員は、4月当初の27名から7月に43名と採用を増やした。また局外応援も66名から96名に増加し、現在は170名強の体制としている。

一方、健康医療局では、毎月中旬には時間外勤務の状況を確認し、業務の平準化を図るほか、勤務割振の変更をきめ細かく行うことで、深夜帯における業務の軽減に取り組んでいる。またワクチンに関わる業務はGL以上で対応している。

委託化や非常勤対応は、専門的な業務が多いため難しい部分もあるが、データ入力業務等についてはできる限り導入を検討したい。また、今回の第5波による急激な感染拡大に対応するため、夜勤業務を委託化できないか調整中である。

大和や厚木等の保健福祉事務所では疫学調査が困難な状況となっているため、保健福祉大学などに応援派遣を依頼しており、現在17大学から52人の応援がある。また、人材バンクから看護師が9名派遣されており、夜勤業務についても新たな派遣を依頼している。保健師の負担軽減のため、患者等へのファーストコンタクトなど対応可能な業務については事務職員が行うなどの工夫も行っている。

＜自治労県職労の主張＞

現在コロナ感染爆発が続いており、今後も数年はコロナ対策に注力する必要があると思われます。

今回の当局回答では、自治労県職労の要求に応えて、協力金業務での非常勤職員雇用の増強、保健所での専門職の業務の切り分けによる軽減などを行っているとのことですが、時間外勤務の実態からすれば、まだまだ不十分と言わざるを得ません。

限られた人員の中で、持続可能な体制の構築は急務です。改めて次の点を問題提起します。

〇保健所は感染症対策の要であり、保健所の職員が過重労働で倒れるようでは県民の命と健康は守れません。さらなる業務の切り分け、職員の増強など、保健所の職員をフォローする体制の一層の強化は不可欠です。

〇一方、給付金業務については、多くの応援職員を投入しなくても、さらに非常勤職員の雇用を増やすことにより、業務を加速化することができるはずです。

〇応援職員を送り出している職場も、ほとんど業務は減らず、残った職員の長時間労働が続いています。

〇長時間労働をなくし、コロナ対策に注力するためには、業務の休止は不可欠であり、それを阻んでいる所属の不安を解消するために、当局はコロナ収束後、人員も予算も元に戻すことを明確にすべきです。


１．コロナ禍の情勢（略）
２．賃金と労働条件の改善

（１）今年の確定闘争

○2021春闘において、月例賃金は前年の額からはマイナスであったものの、引き上げとなりました。一方、一時金は前年比マイナスという結果でした。

○連合は21春闘まとめで「緊急事態下にあっても賃上げの流れを継続することの重要性を確認した闘争」としています。
○人事院は昨年度遅れに遅れた民間給与実態調査をすでに終了しています。これを受け想定されるのは、民間較差を理由にしたマイナス勧告であり、県人事委員会勧告からも概ね人事院勧告に沿う勧告が想定されます。
○しかし、人事委員会勧告は制度として承知はするものの、このコロナ禍における職員の一年間の努力に報いるような勧告を行うよう、県人事委員会に強く求めるとともに、財源不足などを理由とした賃金削減には断固反対します。
○また、妊娠した会計年度任用職員の雇止め問題など、非正規職員の課題は山積しています。最低限、民間の非正規労働者が保障されている権利を獲得できるよう運動を進めていきます。
○さらに、定年の段階的な引き上げについては、今年度確定闘争における重要事項であり、延長される期間の給与や人事、役職の取り扱いなどや、定年延長を希望しない人の問題、再任用職員との均衡も含め、取り組みを進めていきます。
〇また、行政需要に必要な財源については、きちんと国が手当てするよう国に要請ことを当局に求めるとともに、自治労ルートからも総務省に強く求めていきます。
（２）再任用職員の賃金改善
〇定年延長後の賃金・労働条件と現行の再任用職員との均衡が図られるよう、議論を深め、具体的な要求を確立します。

〇再任職員の格付け問題については、引き続き該当者の意向を確認し、改善に向けた取り組みを進めていきます。

〇再任用職員だけが、期末・勤勉手当を抑制されていますが、国の制度も同様であり、対県交渉を強めるとともに、自治労本部・公務員連絡会を通じて改善を求めていきます。
（３）臨任・非常勤職員の賃金水準の改善
〇引き続き、「補助的・定型的業務」とされている行政補助員の職の検証を行いながら、粘り強く賃金格付けの改善を求めていきます。

〇臨時的任用職員の賃金については、行政職給料表（１）の１級のみの使用であり、今後、２級以上への格付けを求めていきます。

（４）県関係団体職員の賃金改善

〇県職員の水準を下回らない賃金制度の確立を求めます。

〇非正規職員についても、同一労働・同一賃金の視点で、改善をめざします。
（５）昇給制度の改善
〇　まじめに努力すれば、退職までに行（１）5級相当に到達できる人材育成を求めます。

（６）定年の段階的引き上げについて
〇　定年延長に関して、2021年6月4日参議院本会議において公務員の定年の引き上げを措置する「国家公務員法等の一部を改正する法律案」及び「地方公務員法の一部を改正する法律案」が可決・成立されました。

○　今後、動向を注視し、県労連とともに定年の引き上げが円滑に運用されるよう、組合員への制度説明や職場討議の開催、労使交渉・協議など、早急に取り組みを進めていきます。
３．「会計年度任用職員制度」の改善
　昨年4月から会計年度任用職員制度がスタートしました。従来の神奈川県の優位性を確保するとともに、臨時的任用職員の給与の上限を撤廃させるなど、一定の成果を上げることはできましたが、まだまだ多くの課題が山積しています。

　妊娠した会計年度任用職員（Ａさん）の雇止め問題に象徴されるように、公務の非正規職員は、民間の非正規労働者が保障されている権利すら守られていません。男女雇用機会均等法や労働契約法の法の精神を適用するよう強く求めていきます。
また、Ａさんの職場復帰に向けて、本人と相談しながら、最大限の取り組みを進めます。
報酬等については、「補助的・定型的」との業務の規定を打ち破れておらず、その結果として、初任の級が「１級１号」（行政職１表）という格付けをされ、正規職員の大卒初任給である１級29号を上限とされています。
労働条件についても、「同じ自治体の職員との均等・均衡待遇ではなく、国の非常勤職員との均衡」という、「同一労働・同一賃金」に反した総務省の指導により、大きな格差が残されています。

今後も当局との交渉を強めるとともに、組織内参議院議員を通じて、厚生労働省から総務省への働き掛けを強めるなど、総務省の姿勢を変えさせる取り組みを強めます。

今期は、休暇制度を中心とした労働条件、任用の仕組み等について交渉を行います。
また、公務・公共サービスに従事する非正規労働者の雇止め、労働条件の切り下げ等を防ぐため、自治労県職連合として、県職労・病院労組・産技労組の連携を強めます。
４．過重労働対策の推進・人員確保
2020年度はコロナ禍の影響もあり、過労死水準の月80時間超が610人、うち月100時間超が235人にのぼり、看過できない状況となりました。
そのような中で、自治労県職労は時間外勤務が過労死水準に達する職員の速やかなる是正と、職場環境の改善を前提とした「トップダウンによる不急業務の一時凍結」を交渉において当局に対し提案してきました。
これは「何事も起こらない」前提でのギリギリの人員配置で業務を行ってきたことが原因で、台風被害対応、コロナ対応であらためてその実態が明らかになったということです。
いかなる原因であれ、職員を過労死水準におき続けていいという理由にはなりません。
過重労働の撲滅に向けて、人員増や組織整備など、次の課題を重点に取り組みます。
〇　災害等の発生など、突発的な業務にも過重労働に陥らず対応できるよう、何もない時は時間外勤務をしなくてもいいような、余裕を持った人員配置を求めます。
〇　コロナ対応のような、ある程度の期間対応が必要な場合は、過重な原局への負担や兼務・応援を避け、不急業務を休止し、場合によっては課・局等の組織自体を休止して、体制を整備するよう求めていきます。
〇　時間外勤務の上限規制（月45時間の限度時間等）の状況について、労使協議において、該当職場の実態の把握と原因の解明を行います。
〇　これまでも人員の裏付けのない「知事特命事項」の唐突な指示、予算業務や議会対応について、ルール化や仕事のやり方の見直しを行うよう強く求めてきたところですが、過重労働・過労死を生み出す構造を抜本的に改革していくよう、さらに強く求めていきます。
〇　昨年度に引き続き、2021年度も定数増となっていますが、一方で実態の疑わしい「その他業務の見直し」を理由に定数減が行われています。
〇　定数増の基調が変わらなかったことは前進ですが、2005年度から10年間で1,179人削減されたことを踏まえると圧倒的に人員不足であり、「時間外労働を人員に置き換えた」大幅な人員増を求めます。

〇　特に、この間、職場や支部・協議会から強い要求のある職業訓練指導員の欠員の計画的採用、子どもの命と権利を守るための児童相談所等の人員増を求めます。

また、この間の保健福祉事務所の再編・統合が、今回のコロナ対応においても、現場に大きな負担を強いる結果となっています。県民の生命と健康を維持するうえで、保健福祉事務所の体制強化は急務であり、生活保護担当部署を含めた大幅な人員増を求めます。
５．災害時等の労働条件の確立について
昨年来のコロナ対応、7月の豚熱対応など、多くの職員が緊急に対応する事案が発生しており、従来の制度の枠では職員の命、健康、労働安全を守ることが難しくなっています。

自治労県職労は東日本大震災発災時から要求していますが、コロナ対応や豚熱対応の経験を踏まえ、災害時等の対応について事前に労使協議により体制を確立するよう、強く求めていきます。⇒次号に続く
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